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引 用 文 献
1)第3次臨時行政改革審議会,『国際化対応,国民生活重視の行政改革に関する第3次答申』(1991年6
月19日)の第4部 ｢地方分権特例制度の導入｣より引用
2)同上書の中の ｢(1)制度の意図するもの｣より引用
3)同上書の中の ｢(2)制度の位置づけ｣より引用
4)同上書の中の ｢(2)制度の位置づけ｣より引用
5)総務庁 『(第1次)申請のあった特例措置等に対する検討結果』(1993年 11月)参照
6)総務庁 『申請のあった特例措置等に対する検討結果等』(1994年 11月)参照
7)第23次地方制度調査会,r広域連合,及び中核市に関する答申』(1992年4月19日)参照
8)大阪市隣接都市協議会,『地方制度に関する研究会報告書』(1994年3月)参照
9)第24次地方制度調査会,F地方分権の推進に関する答申』(1994年11月22日)の中の ｢第 3,国か
ら地方公共団体への権限移譲等の推進｣より引用
10)西尾勝 ｢地方分権改革の現段階と今後の展望｣,『自治総研JVol.21,NO.1, 1-31頁参照
ll)同上書,26頁
12)指定都市,『権限移譲等に関する要望』,(1993年 12月)参照
